
 

 

（参考１：破壊量集計の法的根拠） 

平成 14 年より施行されたフロン回収・破壊法に基づき、第一種特定製品（業務用

冷凍空調機器）と第二種特定製品（カーエアコン）について、機器の廃棄時のフロン

類の回収・破壊が義務付けられています。第二種特定製品（カーエアコン）について

は、平成 17 年から使用済自動車の再資源化等に関する法律に基づき冷媒フロン類の

回収が行われていますが、破壊はフロン回収・破壊法に基づくフロン類破壊業者に

よって行われています。 

フロン回収・破壊法においては、フロン類破壊業者は毎年度、年度終了後 45 日以

内に、前年度に破壊した量等を主務大臣（経済産業大臣及び環境大臣）に報告しなけ

ればならないとされており（第 34 条第３項）、また、主務大臣は、この報告等に関す

る情報を整理して、特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の状況等の情報を公表す

るものとされています（第 46 条）。 

なお、平成22年3月31日現在で、75の破壊業者が主務大臣により許可を受けていま

す。 

 

 

（参考２：今後の予定） 

今後、第一種フロン類回収業者（業務用冷凍空調機器関係）からの平成 21 年度に

おけるフロン類の回収量等の報告が都道府県知事等によって集計され、主務大臣（経

済産業大臣及び環境大臣）あてに通知されることとなっており、これを取りまとめて

公表する予定です。 

 

 

（参考３：フロン回収・破壊法関係条文） 

第 34 条第３項   

フロン類破壊業者は、主務省令で定めるところにより、フロン類の種類ごとに、毎年度、

前年度において破壊した量その他の主務省令で定める事項を主務大臣に報告しなければな

らない。 

第 46 条      

主務大臣は、第 22 条第３項の規定による通知又は第 34 条第３項の規定による報告に係る

事項その他この法律の規定により収集された情報を整理して、特定製品に係るフロン類の

回収及び破壊の状況その他のフロン類に関する情報を公表するものとする。 

 


